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自然エネルギーの表示について



FiT下で購入された自然エネルギーは付加価値を認めない-二度売りの禁止

自然エネルギーの付加価値とは何か	  

• エネルギー安全保障、気候変動対策、安全なエネルギー、安定的に供給でき
る（枯渇しない）、地域分散型であり人々が参加できる、など	  

二度売りの禁止とは	  

• これらの価値は、FiTによる買取で、いったん消費者全体に負担されてい
るので、個別に消費者に販売する際に、あたかもこれらの価値を増やすこ
とができる、手に入れることができるかのような説明をしないこと。	  

• 特に、排出権の取引など、付加価値を市場で売買する時に適用されてきた
考え方。
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FiT下で購入された再エネは付加価値を認めない-二度売りの禁止

Source:  経済産業省「総合資源エネルギー調査会基本政策分科会部会電力システム専門委員会制度設計ワーキンググループ」、2014年10月30日　
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FiT下で購入された再エネは付加価値を認めない-二度売りの禁止



FiT下で購入された自然エネルギーは付加価値を認めない-二度売りの禁止

小売り自由化に際しての消費者選択の自由の確保	  

• 2016年4月から開始される電力市場の小売り全面自由化では、今まで電力会社
を選択することができなかった50kW未満の需要家、特に一般家庭が、電力会
社を選択できるようになる。	  

• これに伴って、今まで選択できたはずが実際には選択しなかった・できなかっ
た需要家も、電力会社や電源を新たに選択する行動が活性化すると思われる	  

• 同時に、既存の電力会社を含めて、新たな料金メニューや電源メニューの新
商品が多数誕生するが、その電源の表示が適切になされなければ、消費者が
選択する際に混乱してしまう。	  

• なにより、消費者に選択肢を与える必要があり、選択できるための条件を整
えなくてはならない。	  



FiT下で購入された自然エネルギーは付加価値を認めない-二度売りの禁止

発電源の表示による消費者選択の自由の確保	  

• 前述の付加価値にかかわらず、何によって作られた電気かを表す『電気の成
分表示』を行うこと。	  

• バラバラな表示、バラバラな基準による小売り事業者の表示は、消費者に混
乱をもたらす可能性が高く、小売り事業者全体を通じて『電気の成分表示』
をすることが望ましい。	  

• 消費者が、自ら望まない電源を購入しないように、環境負荷を与える他の電
源についても明記することが必要である。	  
　　例：石炭％・原子力％（二酸化炭素g、放射性廃棄物g）、など	  

• 同じく、固定価格買取制度で購入された電気についても、その旨表示するこ
とが望ましい。
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表示問題・海外では：米国　Fuel Mix Disclosure, Power Source Disclosure

米国では、いくつかの州で、Fuel	  Mix	  Disclosure、あるいは、Power	  Source	  Disclosureと呼
ばれる、電力会社や小売り事業者に対して、発電源や二酸化炭素排出情報を明らかにす
る規制がとられている。

発電源構成証明（fuel	  mix	  disclosure）;	  カリフォルニア、コロラド、デラウェア、フロリ
ダ、ハワイ、ペンシルバニア、ワシントン	  

発電源構成と排出情報証明（fuel	  mix	  and	  emission	  disclosure）；コネチカット、ワシン
トンDC,	  イリノイ、アイオワ、メイン、メリーランド、マサチューセッツ、ミシガン、ミ
ネソタ、ネバダ、オハイオ、オレゴン、ロードアイランド、テキサス、ヴァージニア	  

環境情報証明（environmental	  information	  disclosure,	  environmental	  disclosure	  program,	  

fuel	  mix	  and	  environmental	  characteristics	  disclosure)；ニュージャージー、ニューヨーク、
ニューハンプシャー

38 18
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表示問題・海外では：米国　カリフォルニア州

1997年　Senate	  Bill	  1305：すべての小売り
事業者に「消費者に対して、使用されるエ
ネルギーについての、正しく、信頼でき、
分かり安い情報を提供すること」を求める　	  

　（Public	  Utilities	  Code	  Section	  398.1(b)）

小売り事業者は、カリフォルニア・エネル
ギー・コミッション（CEA）が作った「電力
内容ラベル」とよばれるフォーマットを使
うことが求められる。右は、AB	  162といわ
れるフォームの例。電力会社も、どのよう
なエネルギーミックスで発電しているのか
CEAへ提出が求められる（一般も閲覧可）。
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表示問題・海外では：英国　Power Disclosure

36 18

英国では、2005年より、
Ofgemが、小売り事業者
に対して、消費者に、電
力料金票と共に、発電に
要した燃料ミックスを明
らかにした情報を送付す
る事を求める規制を出し
ている。	  

The	  Electricity	  (Fuel	  Mix	  
Disclosure)	  Regulations	  
2005	  (SI	  No.	  391),	  the	  
Regulations	  implement	  
Article	  3(6)	  of	  Directive	  
2003/54/EC
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表示問題・海外では：ドイツ

■ 98年電力自由化後に新規参入した企業
は100社程度あったが、託送料金の高止
まり等によってその多くは撤退し、自
然エネ専門に扱うのは主に4社のみ。	  

■電気代の領収書には、電力会社のメ
ニュー毎に電源内訳の表示や、CO2排出
量・放射性廃棄物量の明記があり、消
費者は料金以外の付加価値で小売事業
者を選択できる。	  

■小売事業者が供給する電力のうち、
50%以上が自然エネルギーによる電力
で、且つ20%以上が風力又は太陽光によ
る電力の場合は、FITの賦課金が一部免
除（2セントユーロ）されていた（再生
可能エネルギー法2012年第39条　グ
リーン電力特権。その後、2014年改正
で廃止）。 出典）ドイツE.ONウェブサイトより（法EnWG第42条の義務に基づく表示）
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FiTで	  
買われた電力で	  
あることを明記


